
社会資本総合整備計画

青梅市中心市街地の賑わいの再生
(第１回変更)

平成３０年２月２８日

青梅市



青梅市中心市街地の賑わいの再生

平成29年度　～　平成33年度　（5年間） 青梅市

・中心市街地における街なか居住の促進として、居住人口を5,199人（H27）から5,271人（H33）に増加
・中心市街地の新規出店数の年間平均を4.7件(H24-26)から7.7件(H28-33)に増加

中心市街地エリアにおける居住人口を住民基本台帳から測定する。

中心市街地商店街における新規出店数を調査する。

Ａ　基幹事業

番号 事業 地域 交付 直接 事業内容 事業実施期間（年度） 個別施設計画 備考

種別 種別 対象 間接 （延長・面積等） H29 H30 H31 H32 H33 策定状況

1-A-1 住宅 一般 青梅市 直接 上町地区暮らし・にぎわい再生事業 青梅市 1,906 1.02 -

1-A-2 住宅 一般 青梅市 直接 東青梅1丁目地区暮らし・にぎわい再生事業 青梅市 10,000 1.15 -

合計 11,906 

Ｂ　関連社会資本整備事業（該当なし）

事業 地域 交付 直接 個別施設計画 備考
種別 種別 対象 間接 H29 H30 H31 H32 H33 策定状況

Ｂ-1 0 

合計 0 

Ｃ　効果促進事業(該当なし)

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 H29 H30 H31 H32 H33

C-1 0 

合計 0 

番号 備考

C-1

Ｄ　社会資本整備円滑化地籍整備事業

事業 地域 交付 直接 備考

種別 種別 対象 間接 H29 H30 H31 H32 H33

D-1 0 

合計 0 

番号 備考

1-Ｄ1

社会資本総合整備計画 平成30年2月28日

計画の名称 重点配分対象の該当

計画の期間 交付対象
計画の目標

青梅市中心市街地の青梅駅から東青梅駅周辺は、旧青梅街道を交通の要として発展してきた地域であり、商店街の賑わい等により青梅の顔として、長い間、市の中心として栄え、また、西多摩地域の拠点としても機能してきた。しかしながら、近
年、郊外へのロードサイドショップや大型店舗の出店などにより、来街者も減少し、まちの賑わいを取り戻す取組が求められている。
こうしたことから、この地区が担ってきた商業集積地としての活力を向上させ、子育て世代の定住促進や高齢者が安心して暮らすことのできる良好な住環境づくりを行うとともに、周辺に点在する公共的機能の集積を図り、中心市街地としての拠
点性を高める。

　　計画の成果目標（定量的指標）

　　定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値
当初現況値 中間目標値 最終目標値
（H27） （H33）

効果促進事業費の割合

Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）

交付対象事業

要素となる事業名

（事業箇所）

青梅市 新生涯学習施設(仮称)整備事業

青梅市 新市民ホール等複合施設(仮称)整備事業

事業内容 事業実施期間（年度）
（延長・面積等）

一体的に実施することにより期待される効果

事業内容 事業実施期間（年度）

（面積等）

一体的に実施することにより期待される効果

備考

5,199人 5,271人

4.7件／年平均 7.7件／年平均

全体事業費
合計

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）
11,906百万円 Ａ 11,906百万円 Ｂ 0百万円 Ｃ 0百万円 Ｄ 0百万円 0.0%

事業者 市町村名
全体事業費
（百万円）

費用便益比

番号 事業者 要素となる事業名 市町村名
全体事業費
（百万円）

費用便益比

番号 事業者 要素となる事業名 事業内容
市町村名

港湾・地区名
全体事業費
（百万円）

番号 事業者
要素となる事業名

（事業箇所）
市町村名

全体事業費
（百万円）



交付金の執行状況
（単位：百万円）

H29 H30 H31 H32 H33

配分額
（a）

計画別流用
増△減額
（b）

交付額
（c=a+b）

前年度からの繰越額
（d）

支払済額
（e）

翌年度繰越額
（f）

うち未契約繰越額
（g）

不用額
（h = c+d-e-f）

未契約繰越＋不用率
(h = (g+h)/(c+d)）

未契約繰越＋不用率が10％を超えている
場合その理由



（様式３）参考図面（社会資本整備総合交付金）

計画の名称 青梅市中心市街地の賑わいの再生

計画の期間 平成29年度　～　平成33年度　（5年間） 青梅市交付対象


